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平成28年９月定例会 環境対策特別委員会（事前）

平成28年９月26日（月）

〔委員会の概要〕

岩佐委員長

ただいまから，環境対策特別委員会を開会いたします。（10時33分）

直ちに，議事に入ります。

本日の議題は，当委員会に係る付議事件の調査についてであります。

付議事件につきましては，お手元に御配付の議事次第のとおりであります。

まず，理事者において，説明又は報告すべき事項があれば，これを受けたいと思います。

【説明事項】

○提出予定案件について（資料①）

【報告事項】

○脱炭素社会の実現への気候変動対策について（資料②）

○徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例案について（資料③）

○脱炭素社会の実現に向けた「新たな削減目標」の設定と施策展開（素案）について（資

料④⑤⑥）

○徳島県気候変動適応戦略（仮称）案について（資料⑦⑧⑨）

○瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画（案）について（資料⑩⑪）

田尾県民環境部長

それでは，お手元にお配りしております環境対策特別委員会説明資料によりまして，９

月定例県議会に提出を予定しております環境対策関係の案件につきまして，御説明申し上

げます。私からは，一般会計の総括表及び県民環境部関係につきまして御説明を申し上げ，

それ以外の関係につきましては，この後，各所管部局から御説明申し上げますので，よろ

しくお願い申し上げます。

お手元の説明資料１ページをお開きください。一般会計の歳入歳出予算についてでござ

います。一般会計の補正総額は，総括表の補正額の一番下の左から３列目の計欄に記載の

とおり，３億8,578万8,000円の増額をお願いしておりまして，補正後の予算総額は，43億

3,160万8,000円となっております。このうち県民環境部の補正総額は，同表の上から２段

目の左から３列目の欄に記載のとおり，678万8,000円の増額をお願いしておりまして，補

正後の予算額は，10億4,058万2,000円となっております。財源につきましては，財源内訳

欄に記載のとおりでございます。

次に，各課別の主要事項につきまして御説明申し上げます。３ページをお開きください。

環境指導課関係でございます。目名，環境衛生指導費では，高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理促

進を図るため，未処理事業者の調査や指導に要する経費などとして，678万8,000円を計上

しております。環境指導課の補正後の予算総額は，１億3,738万4,000円となります。

次に，８ページをお開きください。続きまして，その他の議案等の（１）条例案につい
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てでございます。今議会におきまして，徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推

進条例を提出することといたしております。この条例については，脱炭素社会の実現に向

けた気候変動対策の推進に関し，基本理念を定め，並びに県，県民及び事業者の責務を明

らかにするとともに，気候変動対策に関する基本方針の策定，その他必要な事項を定める

ことにより，県，県民，事業者等が相互に連携し，一体となって気候変動対策の推進を図

り，もって将来の県民に良好な環境を継承する必要があることから，新たに制定するもの

であります。制定の概要及び施行期日につきましては，９ページにかけまして記載のとお

りでございます。以上が，今議会に提出を予定いたしております案件でございます。御審

議のほど，よろしくお願い申し上げます。

続きまして，この際，二点御報告させていただきます。一点目は，脱炭素社会の実現に

向けた取組についてでございます。お手元にお配りいたしております資料１－１を御覧く

ださい。資料が多くて恐縮ですが，気候変動対策につきましては，近年，世界の年平均気

温が過去最高を連続して更新するなど，待ったなしの問題となっている一方，昨年12月に

は，今世紀後半に温室効果ガス排出の実質０を目指すパリ協定が採択され，世界全体が脱

炭素社会に向け，第一歩を踏み出したところであります。こうした情勢の変化を踏まえ，

本県では，環境首都とくしまとして，気候変動対策の羅針盤となる新たな条例の制定,

（２）でございますが，国を上回る，新たな温室効果ガスの削減目標の設定，（３）とい

たしまして，気候変動に適切に対応する適応戦略の策定を３本の矢とした，脱炭素社会の

実現に向けた土台作りに取り組んでいるところであり，これらの取組につきまして，順次

御報告をさせていただきます。

まずは，徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例案でございます。先ほ

どもあらましを御説明申し上げましたが，資料１－２，１枚目の第１章総則の横に書いて

ありますように，脱炭素社会，気候変動対策，こういった文言を条例の中に掲げますのは

全国で初めてごございます。さらに，第２章の所に吹き出しで書いておりますが，条例に

基づく適応策の基本方針を定めるのも，全国初の試みでございます。さらに，１枚めくっ

ていただきまして，第３章では，気候変動の緩和に係る対策でございますが，民生部門，

家庭や事業ですが，この対策を抜本的に強化しようと取り組むこととしております。さら

に，第２節では，再生可能エネルギー等に係る対策，この中で水素エネルギーを条例の中

に規定することとしておりまして，これも全国初でございます。さらに，第３節では，森

林等による吸収作用の保全等に係る対策を掲げておりまして，森林大県徳島ならではの積

極展開を試みることといたしております。右のページに移りまして，第４章，気候変動へ

の適応に係る対策でございますが，ここでは，（２）の所にありますように，県土保全，水

環境・水資源分野などなど，六つの分野におきまして，それぞれ精力的に施策を推進して

いくこととしてございます。さらに，第５章では，環境教育の推進，次世代を担う若い人

たちにも，しっかりとフィールドワーク型環境学習を実践してもらうことが大事だと思っ

ております。さらに，第６章では先導的な技術の活用及び先駆的な取組の実施を盛り込ん

でいるところでございます。これがこの度の条例の概要でございます。

続きまして，脱炭素社会の実現に向けた「新たな削減目標」の設定と施策展開の素案に

ついてでございます。資料１－３を御覧ください。さきのパリ協定の採択や，国における

地球温暖化対策計画の策定を踏まえ，本県においても脱炭素社会の実現に向け，緩和策と
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しての取組の加速化を図るため，国を上回る意欲的な温室効果ガスの削減目標を新たに設

定することとし，この度，素案を取りまとめたところでございます。新たな削減目標につ

きましては，国の目標に，徳島県の削減努力を上乗せいたしまして，全国トップ水準とな

る，2030年度に2013年度比で40パーセント削減を掲げております。資料１－３の２の（２）

でございますが，削減目標として，国が2013年度比でマイナス26パーセント，徳島県にお

きましては2013年度比でマイナス40パーセント，これを目指すということとしております。

次に，資料１－４を御覧ください。40パーセントの内訳につきましては，Ⅱの「新たな削

減目標」の欄に記載のように，温室効果ガスの排出抑制による分が，国を約３パーセント

上回る約26.4パーセント，森林吸収による分が，国を約11パーセント上回る約13.6パーセ

ントとなっております。

また，削減目標の算定につきましては，Ⅳの将来推計及び削減見込の欄を御覧ください。

追加的な対策を見込まずに推計した2030年度の現状すう勢ケース排出量から，産業部門な

ど各部門での対策の強化による削減見込量を差し引きし，対策後の排出量としては，2013

年度排出量に対し，約26.4パーセント削減することとしております。特に，近年，温室効

果ガスの排出量が大幅に増加しております家庭や事業所などの民生部門につきましては，

省エネルギー家電や設備の普及促進，エコライフや省エネ行動の推進等の対策により，重

点的に取り組んでまいりたいと考えております。詳細につきましては，お手元の資料１－

５を御参照いただければと存じます。

今後，県議会での御論議を頂いた後，パブリックコメントや，環境審議会での御意見を

踏まえ，削減目標案を取りまとめ，次期定例会に御報告させていただきたいと考えており

ます。

続きまして，徳島県気候変動適応戦略（仮称）案についてでございます。資料１－６を

御覧ください。近年，猛暑日や集中豪雨の増加など，気候変動の影響と考えられる現象が

現れており，今後，これまで以上に，県民生活に関する幅広い分野での影響が懸念されて

いることから，気候変動の影響に適切に対応する適応策について，全国に先駆け，気候変

動適応戦略として策定するものでございます。

少し概要を資料１－７で御説明させていただきたいと思います。本戦略におきましては，

気候変動の影響によるリスクの低減はもとより，温暖化のピンチをチャンスとして捉え，

新たなブランド創出や地域資源の発掘など，影響の効果的な活用も含めた，両面からの適

応策を推進するとともに，Ⅱ－５にありますように，戦略を展開する基本的視点としまし

て，県の政策等に適応の視点を組み込む「適応策」の主流化など，四つの項目を掲げてお

ります。また，本戦略ではⅡ－６，対象分野にありますように，県土保全をはじめとする

６分野を対象とし，気候変動の現況や将来予測，さらに，影響に対応するための基本施策

を各分野ごとに取りまとめております。

さきの６月県議会におきまして，素案を御報告させていただいたところでございますが，

その後，県民の皆様方からの御意見をお聞きするため，パブリックコメントを実施すると

ともに，環境審議会での御意見を踏まえ，資料１－８のとおり戦略案を取りまとめたとこ

ろでございます。

今後は，県議会での御論議をいただいた後，速やかに適応戦略を決定してまいりたいと

考えておりますのでよろしくお願い申し上げます。
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二点目の御報告でございます。瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画（案）につい

てでございます。お手元の資料２－１を御覧ください。これは，詳細版の２－２を簡素に

したものでございます。この計画は，瀬戸内海を，美しい景観が形成がされていること，

生物の多様性・生産性の確保されていることなど，その多面的価値・機能が最大限に発揮

された豊かな海，いわゆる里海とするための計画でございます。平成28年２月議会におい

て，計画素案について御論議いただき，その後，環境大臣との協議，関係府県との調整を

行うとともに，パブリックコメントを通じて，広く県民の皆様からの御意見をお伺いし，

瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画（案）を取りまとめたところでございます。

資料２－１の２のところでございますが，現計画におきましては柱となりますのが，①

の水質の保全と②の自然景観の保全というところでありましたけれども，変更計画におき

ましては，例えば，①の所には洋上風力発電，③の所に渦潮の世界遺産登録など県独自の

項目を入れますとともに，④にありますように水産資源の持続的な利用の確保といった項

目を入れているところでございます。詳細につきましては，お手元の資料２－２を御参照

いただければと存じます。今後は，関係部局と連携して，計画の取組状況を点検しながら，

里海づくりを推進してまいります。

報告事項は以上でございます。よろしくお願いいたします。

松本農林水産部長

それでは，お手元にお配りしております環境対策特別委員会説明資料によりまして，農

林水産部関係の提出予定案件につきまして，御説明を申し上げます。まず，資料の１ペー

ジを御覧ください。平成28年度９月補正予算案でございます。歳入歳出予算の総括表でご

ざいますが，一般会計につきまして，補正額欄の３段目に記載のとおり３億7,900万円の

増額をお願いするものでございまして，補正後の予算総額は25億4,850万9,000円となって

おります。補正額の財源内訳につきましては，括弧内に記載のとおりでございます。

続きまして，４ページをお開きください。課別主要事項についてでございます。まず，

林業戦略課関係でございますが，３段目の造林費におきまして，国の補正予算に対応し，

搬出間伐や造林など森林整備を行う経費として３億200万円の増額をお願いするものでご

ざいます。

続きまして，５ページを御覧ください。農山漁村振興課関係でございますが，２段目の

土地改良費の摘要欄①，中山間地域農村活性化総合整備事業費におきまして，集落の環境

基盤整備に要する経費として7,700万円の増額をお願いするものでございます。

以上で，提出予定案件の説明を終わらせていただきます。なお，農林水産部関係の報告

事項はございません。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。

原県土整備部長

続きまして，県土整備部関係の提出予定案件につきまして，御説明申し上げます。それ

では，お手元の委員会説明資料２ページをお開きください。特別会計の歳入歳出予算総括

表でございます。流域下水道事業特別会計におきまして，表の補正額欄に記載しておりま

すとおり5,050万円の増額をお願いしております。補正後の予算額は11億2,186万7,000円

となっております。また，補正額の財源につきましては，右の財源内訳欄に括弧書きで記



- 5 -
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続いて，６ページをお開きください。各課別の主要事項説明でございます。水・環境課

の流域下水道事業特別会計におきまして，旧吉野川流域下水道の処理場の津波対策に要す

る経費として5,050万円の増額をお願いしております。

７ページを御覧ください。地方債でございます。流域下水道事業特別会計におきまして，

今回の補正に伴い，財源に充てる県債の限度額の変更をお願いするものでございます。

県土整備部関係の説明事項は以上でございます。なお，報告事項につきましては，特に

ございません。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。

岩佐委員長

以上で説明等は終わりました。これより質疑に入りますが，事前委員会における質疑に

つきましては，提出予定案件に関連する質疑及び緊急を要する案件に限定するとの申合せ

がなされておりますので，御協力をよろしくお願いいたします。

それでは質疑をどうぞ。

達田委員

何点かお尋ねをしたいんですけれども，緊急ということでお尋ねをいたします。毎年こ

の時期に同じようなお尋ねをしてきたんですけれども，今年もまた，鳥獣被害に対する御

相談が寄せられまして，本当に，今，深刻な状況なんです。みかんとか柿，それからくり

という果樹が，これから正に収穫の時期に入っておりまして，それらが，特に猿によって

どんどん被害を受けている，本当に何とかならないだろうかという御相談を何件かから頂

いたんです。毎年毎年同じような質問をしているんですけども，これらの鳥獣被害，鳥獣

といいますといのししとか鹿とか猿とか，その他鳥類とか，みかん畑なんかではハクビシ

ンなんかも出てくるというお話なんですが。そうした主ないのしし，鹿，猿の被害につい

てどのように対応してこられたのか。また，いろいろ計画を持っておられたと思うんです

けれども，どのように対応してこられたのか，これからどうされていくのか，お尋ねをし

ておきたいと思います。

小椋生活安全課長

ただいま達田委員から，いのしし，鹿，猿を中心とした野生鳥獣の管理のための捕獲目

標とその成果，それから，これからどうするのかという御質問かと存じます。

まず，個体数が増加しております鹿，いのしし，猿の状況でございますが，年々生息域

が拡大しております。環境省の調査では，25年ごとに調査しているんですが，1978年から

2003年で，徳島県の場合は約41万5,000ヘクタールの土地の面積を一辺が５キロメートル

のメッシュで204区画にしておりまして，そこの中で，ニホンジカにつきましては，1978

年に120区画であったものが160区画ということで25パーセント生息域が拡大。いのししに

つきましては，132区画から177区画ということで22パーセント区域が拡大。それから，猿

につきましては，54区画から121区画ということで2.2倍に拡大してきたことがありました。

そういうことから，防除も大事ですが，個体数を決めて捕獲していくことが大事であろ

うということで，まず，鹿につきましては，平成13年を第１期としまして，ニホンジカ適
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正管理計画を５年ごとに実施しておりまして現在第３期目となっております。それから，

いのししにつきましては，平成17年にスタートし，現在３期目をやっております。それか

ら，猿につきましては，平成26年に計画策定を行いまして27年からスタートさせていただ

いたところでございます。

そして，捕獲の計画と進捗状況でございますが，鹿につきましては，平成24年から28年

までの間に，まず，平成24年，25年は各年ごとに年間7,000頭捕ろうと。それから，平成

26，27，28年で各6,600頭ほど捕って，３万3,800頭捕獲していこうということで開始をし

ました。初年は7,000頭に対して7,600頭余りだったんですが，昨年は１万2,582頭，４年

間で４万873頭ということで，計画の３万3,800頭に対して，進捗でいうと20パーセントほ

ど多く捕っておりますが，まだ今年度も捕獲を続けておりまして，現に被害が出ておるこ

とを踏まえますと，捕獲の強化が大事であろうと考えております。

それから，いのししにつきましては，平成24年から年間に6,600頭ほど捕っていこうと

いうことで，５年間で３万3,000頭。昨年は単年度で8,794頭，４年間で２万9,490頭とい

うことで，進捗でいきますと４年間で89パーセント，また今年の捕獲もありますが，これ

につきましても同じように捕獲を強化しているところでございます。

それから，猿につきましては，そもそも狩猟鳥獣でないことになっておりますので，被

害を及ぼす猿，加害を及ぼすものにつきまして有害鳥獣として捕獲をしていこうというこ

とです。計画を立てた時には，加害を及ぼすものという加害群れが120群れ，そこに生息

する個体数としましては約6,000頭ということでした。これを平成35年度までに半減させ

ていこうということで，年間目標を1,000頭水準以上捕っていけば平成35年までには半減

できるのではないかということで，平成27年度の実績は1,696頭となっております。

そして，この管理計画は平成28年度で終了しますことから，今現在，平成29年度から33

年度までの個体数調整を盛り込んだ，新たな適正管理計画の策定に向けまして，準備を進

めているとこでございます。

今後の予定としましては，11月議会の委員会ぐらいには素案を取りまとめまして，また

御報告させていただき，御論議を賜りつつ，パブコメなども踏まえながら取りまとめてま

いりたいと考えているところです。

谷農村・鳥獣対策担当室長

ただいま生活安全課小椋課長のほうから，生息数，捕獲数，捕獲目標の説明がございま

したけれども，捕獲に加えまして，防護対策についても力を入れてまいりたいと考えてお

ります。具体的には，侵入防止柵の設置，それから，捕獲おり，猿に関しましては大型捕

獲おり等の導入も進めてまいりたいと考えております。これらによりまして鳥獣被害の防

止を図り，生産者の皆様が被害の減少を実感できるように進めていきたいと考えておりま

す。

達田委員

この猿とかいのしし，鹿，こうした鳥獣被害というのは，広い田園には余りないんです。

大体，中山間地が多いわけなんですけれども。中山間地というのは一つ一つの面積が小さ

い。そして，高齢化をしておりまして，農家の皆さんが鳥獣に向かっていけない，なかな
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か体力がなくて，本当に嘆いておられる。これでは，農業をやる意欲が失せてしまうとい

うことで本当に深刻な被害だと思います。

そして，被害額なんですけども，今，お聞きをいたしませんけれども，実際の被害額は

もっと多いんじゃないかと思えるんです。と言いますのは，１年中少しずつ少しずついろ

んな品種を収穫して出荷しておりますので，１軒当たりの収穫が一つの作物については余

り多くの量ではないわけです。ですから，その中に数字が入っていないということが非常

に多いと思います。ですから，被害額を農家の方一人一人がきちんと申告をされたらもっ

と多くの被害額になるんじゃないかと思われるんです。

特に，猿につきましては最近始まったということですけれども，みかん農家の方やくり

を出荷されている方，くりのいがいががあるのに，みんな取られてしまったということで

非常に困っておられるんです。この大型の捕獲おりとか猿に対する対策，これをもっと広

げていく必要があると思うんですけれども，やってみてどのように効果があって，そして，

どのように広げていこうとされているのか，お尋ねをしたいと思います。

小椋生活安全課長

今，猿の大型捕獲おり等による捕獲の効果とか今後どう取り組むかという御質問を頂い

たかと存じます。

猿の場合はほかの鳥獣と違いまして，まず，非狩猟鳥獣であるということと，群れで行

動することから，群れできた場合に，特に果樹とかそういう高価なものを食べられるとい

うことがありますので，群れ自身の生息個体数を抑えることによって群れの繁殖力等を抑

えるべきであろうと思います。それから，猿の群れがどの時期にどういう作物なり果樹な

りを狙うのかという行動を把握しながら，そこにおりを持って行く等の工夫が必要であろ

うということで，２年間ではございますが，今までに鳴門ですとか阿南とかで，大型の捕

獲おりを設置しまして，特に，繁殖力というところで大人の雌猿を中心に捕獲し，殺処分

するのはもちろんなんですが，併せて，１頭ないし２頭にはＧＰＳを設置しまして，その

猿がどの時期にどういう作物，それから，どういう行動をしているかという行動特性も把

握しながら，捕獲を進めてきたところでもございます。そして，できれば，群れの規模に

対して，数を減らすことによって繁殖力を抑えるのはもちろんですし，それから，学術的

研究の中では，一つの群れの中で大人の雌猿が20頭を切るようになると今度は群れの維持

能力が低下するという話もありますので，今後捕獲をし，生息数も把握しながら，群れの

抑制効果が図っていけないかと，そういうところの実証も進めていきながら，その成果を

地域の方とか市町村の方にもお示しをして猿対策に取り組んでまいりたいと考えていると

ころです。

達田委員

猿の問題では，農林水産総合技術支援センターニュースの今年の１月でしたかを見ます

と，三重県伊賀市で猿の問題はほぼ解決するに至っていると載っていたんです。集落ぐる

みで取り組んで成果を上げていると報告されております。そのためには，相談体制である

とか，集団で集落ぐるみでみんなが頑張っていく体制が必要だと思うんですけども，その

ための体制がきちんと県とかにできているのかどうか，お尋ねをしておきたいと思います。
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谷農村・鳥獣対策担当室長

鳥獣被害を防止するための体制という御質問でございますが，一つは，これまでも，農

協の職員さんとか市町村の職員，農業共済の職員の方とかを対象にして，鳥獣被害防止を

図るための指導員の養成を図ってまいりました。現在，95名程度養成しておりまして，農

家の方からの相談に乗るようになっております。

また，技術的な専門知識を持った職員をこの４月から農林水産政策課のほうに配置いた

しまして，御相談等ございましたら集落に派遣し，集落でみんなで前向きに取り組んでい

けるようにきめ細やかな御支援をさせていただいているところでございます。

こういったことで，集落の方が決して諦めるのではなく，前向きに鳥獣被害対策に取り

組んでいただけるように御支援してまいりたいと思います。

達田委員

是非，強力な取組をお願いしておきたいと思います。

次に，先ほど御説明ありました，脱炭素社会への実現へということで資料を頂きました

ので，このことについてお伺いしたいと思います。

この中で，温室効果ガス排出量の削減目標というのを，国を大きく上回る目標を立てら

れたということで，非常に意欲的な取組ではないかと思うんですけれども。この中で，数

字を見ますと，森林の吸収率というのを大きく見ている。ということは，森林整備にかな

り重点的に力を入れていかなければならないんじゃないかと思うんですけども，現状，そ

して目標はどうなっているんでしょうか。

市瀬林業戦略課長

森林の整備につきまして御質問いただきました。地球温暖化防止以前に，徳島県につき

ましては，森林大県といたしまして，これまでに森林の整備につきましても十分進めてき

たところでございます。ここで，今回の地球温暖化防止につきましても，13.6パーセント

という高い目標を掲げまして，より一層森林の吸収量を高めていくという対策を考えてお

ります。

今回の補正予算につきましても３億200万円という要求をさせていただきまして，間伐

につきましては約3,000ヘクタール，それから，全体で，森林整備面積といたしましては

3,300ヘクタールの整備量，事業量を計画しているところでございます。

目標といたしましては，平成17年からの累計で，平成30年に７万3,000ヘクタールの間

伐を目標としており，人工造林につきましても300ヘクタールの目標を持ってございます。

達田委員

森林といいましても，荒れ果てた森林じゃなくて，きちんと整備されている森林という

ことですよね。今，徳島県下で，80パーセント以上が個人がお持ちの森林なわけですよね。

非常に小さい面積を持っている方というのも多いということなんですけれども，そういっ

た森林を整備していくというのは，県民の皆さんに御理解いただくということとともに，

非常に労力もかかることではないかと思うんですけども，目標はもちろん書いているんで
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すから達成できるということでお書きになっとるんでしょうけれども，どのようにして達

成していくんでしょうか。

市瀬林業戦略課長

森林整備の目標達成につきましてですが，先ほど委員がおっしゃられましたとおり，森

林所有者につきましては，80パーセントが個人といいますか，私有林でございます。これ

は，徳島県の大きな特徴でもございまして，他県に比べまして非常に私有林が多いという

特徴があります。

こうした中で，こういう整備を進めていくためには，どうしても森林所有者の御理解，

もしくはやる気を出していただかなければいけないということはもちろんでございます

が，これだけではなかなか進まないという一面もございます。現在は，森林組合等により

ます集約化，いわゆる森林所有者の集まりをつくっていきながら団地化を進める手法，そ

れから，それに伴いまして，境界が分からないであるとか所有者の意向がなかなかそろわ

ないといったものを少なくするために，境界の明確化でありますとか，こういった取組も

片方で進めているところでございます。

それ以外に，県としては，市町村とか県自身によりまして，所有をより公有林化すると

いうことで進めておりまして，一方では，そういう管理放棄の少ない森林を目指していく

ということであります。これによりまして，この温暖化防止に係りますいわゆる整備率の

高い目標をクリアしていきたいと考えております。

達田委員

森林を整備しても整備しても損をするというような状況ですので，なかなか大変な面が

あるわけです。そこをどうやって整備につなげていくのかという大きな課題があると思う

んですけども，これは，是非クリアしていかなければいけない問題だと思いますので，今

後，全県民がそういう方向に関心を持っていただくという取組が必要ではないかと思いま

す。

そこで，こういう大きな目標を立てられましたからには，県が，やりますよと幾ら言っ

たところで，県民の皆さんの意識がそっちへ向いていなければなかなか実現するものでは

ないと思うんです。目標達成していくと，地球全体の環境をみんなで考えていくんだよと

いう意識を醸成するための取組，私はそこが一番大事ではないかと思うんです。産業分野

でも頑張っていただくということですけれども，産業を成り立たせているのは人ですから，

人の意識というのが一番にあって変わっていくんじゃないかと思うんですが，そこの点，

どのように取組をされるんでしょうか。

藤本環境首都課長

今，達田委員のほうから，この40パーセント削減という目標に向けての人材の育成が大

事でないかというお話でございました。私どもも，この40パーセントの目標を達成するた

めには，部長の話にもございましたが，県民総活躍で取り組んでいくということが必要で

あると考えておりまして，そういう県民運動をけん引していくような人材の育成が不可欠
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であるかと考えておるところでございます。

今回，３本の矢ということで提案をさせていただいておりますが，そのうちの羅針盤と

なるべきこの新たな条例の中で，資料で申し上げますと，資料の１の２の３ページ目の中

ほど，第５章の（３）というところで，地域のリーダー育成ということを掲げさせていた

だいております。ここでは，その地域で活動するリーダーですとか，専門的な知識，経験

を有する人材の育成と，また，それらの方々が活動したり，交流したりする場の創出，機

会の創出を図っていこうということにしております。

現在，地球温暖化に関しましては地球温暖化防止活動推進員という方々がいらっしゃい

まして，いろんな研修等での講師とか出前授業等に行っていただいて，県民の皆様に広く

地球温暖化の問題，知識とか，どういうふうに活動したらいいのかというようなレクチャ

ーをしていただいているところでございますが，世間の流れと同じでございまして，この

推進員の方々も高齢化をしておりますので，私どもといたしましては，昨年度から，全国

的にも珍しい，本県ならではの取組として，県内の４大学，それから１高専の学生さんか

らなります学生地球温暖化防止活動推進員という制度を設けまして，県内の，これから気

候変動の危機に直面するであろう若者の皆さん方に，まずは研修でその知識とかを深めて

いただくことはもちろん，我々が行います各種の環境イベントに参加をしていただいたり，

運営に携わっていただいたりということで環境活動のノウハウの勉強をしていただいてお

ります。さらに，今年度におきましては，新たな施策の企画，立案などもお願いしている

ところでございます。

そういうような取組を通じまして，若い方々に環境意識を持っていただき，また，その

方々が大学なりを卒業して，今度，社会に出て会社に入るとかいろんな所で活躍される場

において環境の輪を広げていっていただけると信じておりまして，さらには，新たに入学

して来る方に，この制度，システムの中に入っていただくというような，環境の輪がどん

どん広がっていく取組を進めてまいりたいと考えております。

達田委員

取組に当たって，県民の一人一人が自主的に取り組み，脱炭素社会に向けて取り組んで

いく。取り組んでいくというのは，生活そのものが脱炭素社会という生活をして初めて社

会全体の効果が上がっていくんではないかと思うんです。ですから，小さい時からの教育

というのはすごく大事になってくると思うんです。頭では分かっているんだけど実行でき

ないというんじゃなくって，行動もできるという，そういう方向に向けた環境教育といい

ますか，環境学習といいますか，そういうことに是非取り組んでいただきたいなと思いま

す。

それと，もう一つ，25ページにカーボンオフセットの浸透と書かれているんですけれど

も，県内における取組を優先しますということなんですけれども，具体的にどういうもの

があるんでしょうか。

藤本環境首都課長

今度はカーボンオフセットに関するお尋ねでございます。カーボンオフセットは，先ほ

どの森林整備の質問もございましたけれども，県民の皆様が県内の森林整備にお金を出し
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ていくという仕組みでございまして，県内の取組をということは，県内の森林整備にお金

が回るようにしていきたいと。同じように，カーボンオフセットで，例えば，カーボンオ

フセット商品を買うとか，いろんな事業をカーボンオフセット化するというようなことが

あるんですけれども，その際に，全国どこの森林整備のクレジットも使えるわけなんです

けれども，それを，できるだけ県内の森林整備でのクレジットを使うということによって，

県内の森林整備を更に進めていこうというような取組でございます。

達田委員

県内の場合は，森林整備にもうほとんど特化するということで理解してよろしいんでし

ょうか。ほかの事業はなくて森林整備が中心ですよと，先ほどの13パーセントを超える森

林の吸収率というのを高めるための取組の一端として理解していいんでしょうか。

藤本環境首都課長

カーボンオフセットということ自体につきましては，森林整備に限らず，いろんな企業

とかが省エネ活動をしたりとか，新たな省エネ機器を導入することによってＣＯ₂を削減

した部分をクレジット化してそれを売買するというものもございますし，森林整備をする

ことによってＣＯ₂を吸収した部分をクレジット化して売買するという，両方の制度がご

ざいますけれども，本県は森林大県でございますので，まずは，森林整備のほうに力を入

れていきたいと。

今，県内の中に，もりまも．ｃｌｕｂという森林整備系のカーボンオフセットを推進し

ている団体もございまして，私も，先週，その総会にも出させていただきましたけれども，

今，県内の森林を整備していこうという機運が高まりつつございますので，そのあたりを

支援してまいりたいと考えております。

達田委員

そうしますと，県内の森林整備に関わるいわゆるオフセットプロバイダーというんです

か，そういうのが何団体ぐらいあるんですか。

藤本環境首都課長

そうですね。実際，プロバイダーで中に立つコンサル的な業務を行う団体とか企業がご

ざいます。

達田委員

団体等，企業等があるということで，それはそれでいいんですけれども。ここで，会議

・イベントのカーボンオフセット化と書かれています。多分，県庁の会議とかも，率先し

てそういうことをされるんじゃないかと思うんですけれども，カーボンオフセットをやっ

ているんだからということで，かえってこれが免罪符になってしまわないかという心配が

あるんですけれども，そういうのはどういうふうに図るんでしょうか。

藤本環境首都課長
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カーボンオフセットする際におきましては，例えば，会議をカーボンオフセットする場

合，まずは，その会議で二酸化炭素が幾ら排出されているかというのを見える化する必要

がございます。それをそのままじゃなくて，まず，できる限りの二酸化炭素を今までの会

議よりも削減すると。例えば，会議の参加者のコピーを片面を両面にするとか，参加者が

車できていたのをできるだけ公共交通機関にするとかいうことで，まずは，その会議自身

の二酸化炭素の排出量をできるだけ下げるということが第一前提でございます。その前提

の下で，どうしても削減し切れない部分というのは出てきますので，その削減し切れない

部分をカーボンオフセットとしてクレジット化されているものを購入することによって，

森林整備のほうにそのお金が回っていくということですので，免罪符ということではなく，

まずはその会議のＣＯ₂削減を図ってからということが前提になっております。

達田委員

そうしますと，努力した部分がこれだけの削減になりましたよと。できない部分はこれ

だけでしたよと。そして，カーボンオフセットしたためにこれだけの削減になりましたと

いう，本当にオフセット商品の透明化といいますか，県民が見て，あ，これだけ削減でき

たんだというのが分かる，分かりやすい状況を作っておかないと，何か，オフセットした

んだからということで，削減に届いていないんじゃないかというような……。間接的なも

ので目に見えるというものじゃないので，そういうところをきちんとしておくことが大切

ではないかと思うんですけれども，それは県民の皆さんにどのように情報提供していくん

でしょうか。

藤本環境首都課長

委員おっしゃるように，確かにＣＯ₂の排出量というのは目に見えないものでございま

すので，そこはきちんと，もともとどれだけだったのが努力によってどれだけ削減して，

それをカーボンオフセットすることによって０になりましたという，見える化といいます

か，透明化を，公正を図る意味でも確保していく必要があろうかと思っております。

そういうことにつきまして，県民の皆様にできる限り理解をしていただいて，普通の通

常の生活の中でも，自らの，例えば，購入する商品はできるだけカーボンオフセット商品

を選ぶとか，いわゆるエシカル消費につながることだと思いますので，そういうふうなと

ころで各部局とも連携をしながら，県民の皆様には周知，啓発，広報をしてまいりたいと

いうふうに考えております。

達田委員

これからいろんな議論を集めて，そしていいものにしていかなければいけないと思いま

す。

もう一点，瀬戸内海の環境保全ということで出ておりますので，ちょっと一点だけお尋

ねしておきたいと思いますが，この５ページに，沿岸域の環境の保全，再生及び創出に，

藻場・干潟・砂浜等の保全等ということが出ているんですが，藻場・干潟・自然海浜等に

ついては，良好な環境を回復させる観点から，これまで失われたものの再生と新たな創出

に努めるものとすると書かれております。今現在，これまで失われたものというのは，ど
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ういうものがどれだけ失われているのか。そして，どれだけ再生しなければならないのか

という目標があるのかどうか，お尋ねをしておきたいと思います。

津田環境管理課長

達田委員のほうから，瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画につきまして，数値に

ついての目標があるのかというような御質問でございます。まず，これは国の基本計画と

いうのがございます。その基本計画に基づきまして，瀬戸内海に関係します13府県が府県

計画を作っていくということになっております。

この府県計画の中には，京都でありますとか奈良のような，そもそも瀬戸内海に面して

いないような所も含めております。そのような中で県計画というのを策定するという状況

でございます。まず，良好な環境を維持することにつきましては，徳島県公共事業環境配

慮指針等がございまして，失われたものについては回復するというようなことでございま

す。特に，具体の今の現状で言いますと，例えば干潟でございますと，昭和53年，瀬戸内

海全体で１万2,548ヘクタール中徳島県が183ヘクタールございました。それが，平成18年

では，１万1,943ヘクタール中192ヘクタールということで，微増ではございますが，昭和

53年から平成18年までで増えており，徳島県としましては，環境配慮の中で，ほぼ横ばい

の形で推進している状況でございます。

達田委員

時間がありませんので詳しくお聞きできないんですけれども，この計画そのものを推進

していく体制というのは，県でちゃんと組まれるんでしょうか。

津田環境管理課長

体制というんですか，まず，この計画なんですけれども。県計画の期間につきましては，

10年増やすのをめどにしまして５年ごとの見直しということになっております。この５年

ごとの見直しにつきまして，今現在，徳島県には行動計画等がございます。そのような行

動計画を基に，各関係部局との調整によりまして，今の進捗状況，あるいは新たな目標数

値をどうするかということで，個別協議という形で，今現在，考えておる状況でございま

す。

達田委員

一番最後に，第４，計画の点検というところでいろんな項目が出されているんですけれ

ども，計画を出されるに当たって，今現在どうなっているのかという数字はきちんと出し

ておくべきではないかと思うんです。今平成28年度，調査したのが１年前，２年前のもの

もあるかも分かりませんけれども，一番近い数字での現状というのをきちんと出した上で

これから先どうなっていくのかという，どうしようとしているのかという，それは資料と

してきちんと出しておくべきだと思うんですけれども。これは，項目が挙がっているだけ

で具体的な数字というのが全然ないんですけども。いかがなんでしょうか。

津田環境管理課長
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今，こちらのほうの最終的な点検につきまして，数値を出しておくべきでないかという

ことでございます。

まず，これの出し方で，基本計画というのが国にございまして，この国の基本計画に基

づきまして各府県計画ということになっておりまして，国の基本計画の中にも，特に，現

状の数値はございません。それと，この計画自身が，各府県が横並びという意識でやって

いるようなところもございます。そういうような中で，こちらとしては特に数値の目標は

書いておりませんけども，そもそも，これ自身が行動計画とほぼ似ている状況でございま

すので，行動計画のほうで検証できております。

また，今後につきましては，見直し時等につきましての課題という形にさせていただき

たいと思いますので，よろしくお願いいたします。

達田委員

脱炭素社会に関しましては，国に先駆けて大きな目標を掲げました。この瀬戸内海に関

しては，国の方針よりなかなか上へ行けないというようなことが，あるかも分かりません

けれども，瀬戸内海に面している一つの県として率先した取組が求められると思うんです。

ですから，上流から下流へ，森は海の恋人とか言われて，そういう取組を先進的にやって

いるところも次々とございます。そういう観点で徳島県が先進的な取組を進めていただけ

るように，是非，お願いしたいと思います。

黒﨑委員

通告はしておりませんでしたが，瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県の計画案という

のが出てまいりましたので，それについて，一点，二点，最後，お尋ねしたいと思います。

これ，国の瀬戸内法が改正されたということで，県計画は新たな環境の保全という位置

付けで作られてるんですよね。まず，それからお伺いしたいと思います。

津田環境管理課長

まずは，理念的なもので説明させていただきたいと思います。この瀬戸内海の環境保全

に関する徳島県計画策定に当たりまして，高度成長期には，非常に工業が盛んでありまし

た。その時に，瀬戸内海は瀕死の海と呼ばれたということでございました。そのようなひ

ん死の海を美しい海に戻そうという理念に基づきまして，昭和48年に，瀬戸内海環境保全

臨時措置法という，瀬戸内海環境保全の今の法律の前身なんですけども，臨時法という形

でできました。それが昭和53年に恒久法という形になったわけなんですけど。

この法律なんですけども，先ほども説明させていただいたんですけど，まず，国が基本

計画を策定します。その基本計画に基づきまして，瀬戸内海に関係します13府県が府県計

画を策定します。国のほうは，従来，水質保全，自然環境の保全と，この２点が基本的な

項目でございました。今回，昨年の２月に国の基本計画が大きく変更になりまして，沿岸

域の環境の保全とか再生，あるいは，水質の保全に加えまして，管理といった項目も追加

されております。また，自然環境でありますとか文化的景観の保全，水産資源の持続的な

利用の保全という，この４本の柱で策定することになります。

県としましては，これに，基盤となる施策の推進を加えまして，五つの柱でやっており
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ます。今現在は，瀬戸内海は非常にきれいな海となっておりますけれども，その一方で，

漁獲量の減少でありますとか，ノリやワカメの色落ちなど新たな課題に直面しております。

そのような現状を把握し，また，瀬戸内海を生物多様性でありますとか生産性が確保され

た豊かな海という形で，我々も里海というような言葉で言っておりますけど，人の手が加

わることによりまして瀬戸内海を豊かな海にしていきたいと考えております。

黒﨑委員

昭和48年に臨時法ができたということでございまして，私，鳴門市に住んでおりまして，

岡田副委員長もそうなんですけど，大変厳しい法律だったように思います。県民も国民も，

皆さんが努力なさってやっと瀬戸内海がきれいになったというふうに私も思っているんで

す。これは，ここまで良くなった環境を守っていこうと，維持していこうというスタンス

と捉えてよろしいんでしょうか。

津田環境管理課長

まず，きれいな海を守るというのは，我々のスタンスとしては変わっておりません。た

だ，水清きに魚住まずという例えもございますけど，一方では，水質が浄化された反動と

も言われておるんですけども，非常に漁獲量が減少したとか，ノリ，ワカメの色落ちとい

う新たな問題がございます。それらの中で，要するに，水質保全というのは従来どおりし

ておるわけなんですけども，保全した数値目標が，瀬戸内海のＣＯＤとありますが，リン，

窒素につきましては数値目標というのがあります。その数値目標は確保した上で，今現在，

その範囲内で管理運転などをすることによりまして，窒素，リンについての栄養塩を魚が

住みやすい範囲に戻すということで，今現在，検討を加えている状況でございます。あく

まで水をきれいにすると。

黒﨑委員

お立場的に，水をきれいにしていくんだと，それは絶対必要だと思います。私もそう思

います。

太平洋と違うところは，瀬戸内海という区切られた，囲まれた水域の話ですから，人の

生活の影響を非常に受けやすいんだろうと思うんです。一方，藻場がどんどん，どんどん

なくなりつつあると。かつて藻場があったところがほとんど砂場になってしまって，なく

なっていると。

ところが，最近，ウチノ海公園のあたりに行きますと，結構，藻場ができ始めとると。

その反面，鳴門わかめ，あるいはスジアオノリ，この辺の色がどんどん落ちてしまって，

従来より品質が悪くなったらいかんなという努力を，今日水産振興課は出とんか出ていな

いんか分からんですけど，今，水産研究所でも一生懸命やられているように聞いておりま

す。

そんな中で，例えば，鳴門わかめの養殖の技術も，どんどん努力なさってきているんで

すが，環境というクリアせないかん部分が非常に大きかったので，例えば，いろんな手法

を検討していくというところに制約があったように思うんですが，そういう部分について

はどうなんでしょうか。いろんな品質の向上についてのチャレンジというのはやりやすく
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なってくるんでしょうか，どうなんでしょうか。

来島水産振興課長

ただいま，黒﨑委員から，豊かな海にするという動きを受けて，水産振興の立場でどう

いう改善点なり変更点なりがあったのかという御質問を頂きました。

委員がおっしゃるように，瀬戸内海，徳島におきましては，ワカメ及びスジアオノリ等

の海藻類の養殖が非常に盛んに行われております。また，御指摘のように，近年，高水温

化や栄養塩の低下によりまして，色落ちとか品質の低下ということが非常に懸念されてい

るところでございます。

水産振興の立場で，当面取り組んでおります内容といたしましては，一つは，そういっ

た県内の栄養塩の状況を，漁期中に調査をいたしまして，栄養塩が低下して色落ちが出や

すい時期の出荷をしないようにしようということで，出荷の製品の価格，産物の価格の低

下を抑えるということがございます。

それと，もう一方では，そういった栄養が不足しているということでございますので，

水産研究課で新たな施肥技術の開発等にも取り組んでいるところでございます。

それに加えまして，今年度からは，県土整備部の旧吉野川の浄化センターの御協力を頂

いて，そういった栄養塩の調整をやっていただく管理運転の動きもやっていただいている

という状況でございます。

黒﨑委員

大体イメージは分かりました。ありがとうございます。人間が住む以上，自然環境の中

で人間がどううまく生きていくか，どう経済活動していくかということだと思いますので，

十分に環境保全の上で経済活動がしっかり成り立つようにお願いを申し上げて質問を終わ

ります。

岩佐委員長

ほかに質疑はございませんか。

（「なし」と言う者あり）

以上で質疑を終わります。

これをもって環境対策特別委員会を閉会いたします。（11時37分）


